
様式（１）-①

都市再生整備計画
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令和7年3月

事業名 確認
都市構造再編集中支援事業 □

都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金） ■

都市再生整備計画事業（防災・安全交付金） □

まちなかウォーカブル推進事業 □



都市再生整備計画の目標及び計画期間 様式（１）-②

市町村名 地区名 面積 9.6 ha

令和 7 年度　～ 令和 9 年度 令和 7 年度　～ 令和 年度

目標

目標設定の根拠
まちづくりの経緯及び現況

課題

将来ビジョン（中長期）

大目標：　産業団地の整備による産業・物流機能の強化
　　目標１：国策的プロジェクトに関連する企業の誘致による町内への投資促進
　　目標２：製造業・物流業の立地による地域経済の活性化
　　目標３：雇用創出に伴う昼間・夜間人口増や税収増

　益城町は平成28年熊本地震により甚大な被害を受けた。地震からの「創造的復興」に向けて、本町では企業誘致に注力しており、その一環として産業団地の整備を進めている。世界最大手の半導体製造企業であるTSMCが隣接する菊陽町に進出することを受け、
関連する製造業や物流業から本町への進出を希望する相談案件が急増している。
　町主導としては初となる産業団地の整備を確実かつ迅速に完了させ、民間企業に売却することが求められている。

・平成28年４月：平成28年熊本地震による甚大な被害（震度7を2回記録したのは観測史上唯一）
・平成28年12月：益城町復興計画の策定
・平成30年12月：第６次益城町総合計画の策定
・令和２年３月：益城町都市計画マスタープランの改定
・令和２年３月：益城町企業誘致戦略2020～2024の策定
・令和４年３月：益城町産業団地基本計画の策定（令和４年度地権者説明開始、令和５年度全地権者との売買契約締結完了）
・令和５年３月：第６次益城町総合計画第2期基本計画の策定
・令和５年３月：益城町産業団地基本設計の策定
・令和６年度（予定）：益城インター北産業団地の地区計画策定、農振除外、農地転用
・令和７年度（予定）：益城インター北産業団地の着工
・令和９年度（予定）：益城インター北産業団地の竣工、民間企業への売却

・近隣自治体で進む国策的プロジェクトにより急増する半導体関連企業等の立地を計画的に誘導し、産業集積を図るための基盤整備（企業用地の整備）を行う必要がある。
・半導体関連を含む製造業だけでなく、高速道路ICや空港に近接している立地ポテンシャルを活かした物流機能の充実を図り、地域経済をさらに活性化させる必要がある。
・産業団地整備に伴う団地内での雇用創出だけでなく、地域公共交通の充実を図り、団地周辺の交通渋滞緩和や昼間・夜間人口の増加を図る必要がある。

①第6次益城町総合計画第2期基本計画（令和５年３月策定）
　「近隣に進出した大手半導体製造業及び関連企業の動向や、熊本県が空港周辺地域で推進するUXプロジェクトの状況などを見ながら、産業団地整備をはじめとする、企業進出の受け皿の整備を、熊本県とも連携して進めていきます。」

②益城町都市計画マスタープラン（令和２年３月改定）（目標年次：令和22年）
　「新産業拠点は、益城熊本空港 IC 周辺における産業振興の促進を目的とし、阿蘇くまもと空港や周辺市町村などへのアクセス性の向上を図り、物流・製造業を中心とした産業の立地を促進するための拠点形成を進めます。」

③益城町企業誘致戦略2020～2024（令和２年３月策定）
　「企業を誘致しようとする際、実際にその企業が活動するための場所（＝土地）は必要不可欠です。土地利用の基本的な方針である「都市計画マスタープラン」や、この「企業誘致戦略」に基づきながら、町内の企業誘致に適した土地についての調査を実施し、誘致の
ための土地の確保に取り組んでいきます。」

都道府県名 熊本県 益城町
ま し き ま ち

益城
ま し き

インター北
きた

産業
さんぎょう

団地
だ ん ち

地区
ち く

計画期間 交付期間 9



都市再生整備計画事業の計画　※都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金）において、以下の項目が該当する場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

産業促進区域の考え方　※都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金）の施行地区要件において、産業促進区域支援型を適用する場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

公共交通、自転車の利活用など産業促進区域への自動車交通抑制への取組（見込みを含む）　※都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金）の施行地区要件において、産業促進区域支援型を適用する場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

目標を定量化する指標

単　位 基準年度 目標年度

人 令和5年度 令和9年度

千円/年 令和5年度 令和9年度

人 令和5年度 令和9年度

固定資産税収入 産業団地への進出企業の固定資産税収入額
産業集積に伴う固定資産税収入額の増加を図り、公共サービスの
充実を実現する

99 33,672

居住人口 町内居住人口数
産業集積に伴う労務従事者数の増加に併せて住宅受け皿や地域
公共交通等の充実を図り、町内居住人口の増加を実現する

33,993 35,426

指　　標 定　　義 目標と指標及び目標値の関連性 従前値 目標値

労務従事者数 産業団地内における労務従事者数
産業集積に伴う労務従事者数の増加を図り、町民の雇用を促進す
る

30 325

都市のコンパクト化の方針　※都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金）の施行地区要件において、観光等地域資源活用支援型、又は、産業促進区域支援型（施行地区が市街化区域等外に限る）、又は、防災拠点・郊外支援型を適用す
る場合に記載すること。それ以外の場合は本欄を削除すること。

　製造業用2区画（約1.2haおよび約1.1ha）、物流業用1区画（約3.8ha）を整備する。加えて敷地内道路（約0.7ha）、緑地（約1.4ha）、調整池（約1.2ha）、町道拡幅（約0.2ha）等の整備を行う。これらをあわせた約9.6haを産業促進区域として設定する。
　なお、産業促進区域内には、大規模商業施設等、居住の誘導を図るおそれのある施設を含めていない。

　産業団地の整備を進めているエリアは、近隣に熊本総合工業団地・熊本輸送団地・熊本産業団地があり、40以上の企業が集積している。また、当該エリアは益城町都市計画マスタープランにおいて「新産業拠点」として位置付けられており、「益城熊本空港 IC 周辺に
おける産業振興の促進を目的とし、阿蘇くまもと空港や周辺市町村などへのアクセス性の向上を図り、物流・製造業を中心とした産業の立地を促進するための拠点形成を進めます」としている。
　したがって、当該エリアを産業促進区域に設定し、さらなる産業の集積を図ることは、当町における都市のコンパクト化の方針と合致する。

　本町は令和３年３月に策定した益城町地域公共交通計画に基づき、公共交通の充実、利用促進に取り組んでいる。その一環として、令和５年度より市街地を循環するコミニュティバス運行の実証実験を行っている。益城熊本空港インターチェンジ周辺には大規模集
客施設のグランメッセ（熊本産業展示場）や今回整備する産業団地、整備中の益城台地土地区画整理事業（住居系・全３地区）が集積しており、地域公共交通の必要性はこれまで以上に高まりつつある。
　このため、令和６年１０月に現在のコミニュティバスからＡＩデマンドバスに見直し実証運行を実施することで、産業促進区域への自動車交通抑制の検討する。ＡＩデマンドバスのルートや運行時間の検討については、産業団地の造成工事が完了する令和９年度を目標
に進めて行くこととしている。
　また、産業団地の従業員の居住を町内に誘導するための既存のインセンティブ（町企業立地奨励金における町内在住者の雇用に対する企業への補助制度）の活用とＡＩデマンドバスの実証運行を併せて行うことで、官民連携での自動車交通抑制についても令和９年
度を目標に取り組むこととしている。



都市再生整備計画の整備方針等 様式（１）-③

計画区域の整備方針

その他

方針に合致する主要な事業
【新たな産業団地の整備】
・産業団地内だけでなく区域周辺も含めたアクセス性向上のための道路の整備
・周辺の環境との調和を保ち、保全するための緑地の整備
・産業団地内および周辺の安全性を確保するため、河川への雨水の流出量を調整し、水害を防止するための調整池の整備

【基幹事業】産業団地整備(町道拡幅）
【基幹事業】産業団地整備（団地内緑地）
【基幹事業】産業団地整備（団地内調整池）



目標を達成するために必要な交付対象事業等に関する事項（都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金）） 様式（１）-④-２

（金額の単位は百万円）
基幹事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象 費用便益比
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費 Ｂ／Ｃ

道路 益城町 直 631㎡ R7 R9 R7 R9 15.0 15.0 0.0 0.0 15.0

地域生活基盤施設 緑地 益城町 直 13.446㎡ R7 R9 R7 R9 95.2 95.2 95.2 0.0 95.2

地域防災施設 産業団地内調整池 益城町 直 11,757㎡ R7 R9 R7 R9 303.5 303.5 303.5 0.0 303.5

合計 413.7 413.7 398.7 0.0 413.7 …A

提案事業

（参考）全体 交付期間内 交付対象
開始年度 終了年度 開始年度 終了年度 事業費 事業費 うち官負担分 うち民負担分 事業費

益城町 直 94,362㎡ R9 R9 R9 R9 6.5 6.5 6.5 0 6.5

合計 6.50 6.50 6.50 0.00 6.50 …B

合計(A+B) 420.2

（参考）関連事業

直轄 補助 地方単独 民間 開始年度 終了年度
益城町 62,472㎡ ○ R7 R9 335.8

益城町 5,819㎡ ○ R7 R9 125.0

合計 460.8

（いずれかに○） 事業期間
事業 事業箇所名

事業 事業箇所名 事業主体 直／間 規模

事業活用
調査

産業用区画整備事業 産業団地内産業用区画

団地内道路整備事業 産業団地内道路

全体事業費事業主体 所管省庁名 規模

交付期間内事業期間

細項目

事業効果分析

直／間 規模

産業団地内緑地

（参考）事業期間

0.45

（参考）事業期間 交付期間内事業期間
細項目

町道高速道東線

交付対象事業費 420.2 交付限度額 189.0 国費率

事業 事業箇所名 事業主体

「都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金）」を活用の場合、本様式を使用する



都市再生整備計画の区域 様式（１）-⑥

益城インター北産業団地地区（熊本県益城町） 面積 9.6 ha 区域 益城町大字惣領、大字福富の一部

Ｎ

産業促進区域

（９．6ha）

益城インター北産業団地地区

（９．6ha）

益城熊本空港IC

凡例

都市再生整備計画区域

産業促進区域



労務従事者数 （人） 30 （令和5年度） → 325 （令和9年度）

固定資産税収入 （千円/年） 99 （令和5年度） → 33,672 （令和9年度）

居住人口 （人） 33,993 （令和5年度） → 35,426 （令和9年度）

益城インター北産業団地地区（熊本県益城町）　整備方針概要図（都市再生整備計画事業（社会資本整備総合交付金））

目標

大目標：　産業団地の整備による産業・物流機能の強化
　　目標１：国策的プロジェクトに関連する企業の誘致による町内への投資促進
　　目標２：製造業・物流業の立地による地域経済の活性化
　　目標３：雇用創出に伴う昼間・夜間人口増や税収増

代表的な
指標

様式（１）-⑦-１

【区域全体】
■提案事業 事業活用調査
事業効果分析

■基幹事業 地域生活基盤施設
工業団地内緑地・調整池

■基幹事業 道路
町道拡幅

益城インター北産業団地地区（９．6ha）

産業促進区域（９．6ha）

益城熊本空港IC

凡例

都市再生整備計画区域

産業促進区域

基幹事業

提案事業


